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                          財 関 第 ８ ５ ２ 号 

                           平成 17 年６月 30 日 

 

 （各） 税関長 殿 

沖縄地区税関長 殿 

 

 

                                     関税局長 木 村  幸 俊 

 

 

関税法基本通達等の一部改正について 

 

 

 千九百六十五年の国際海上交通の簡易化に関する条約（通称「ＦＡＬ条約」）を実

施するため、関税法基本通達等の一部を下記のとおり改正し、平成 17 年 11 月１日

から実施することとしたので、了知の上、貴関職員及び関係者に周知徹底されたい。 

 

記 

 

第１ 関税法基本通達（昭和 47 年３月１日蔵関第 100 号）の一部を次のように改正

する。 

１．15－３の(1)中「旅客氏名表」を「旅客名簿」に、「乗組員氏名表」（Ｃ－2060）」

を「乗組員名簿」（Ｃ－2065）」に改め、「とする。」の次に「ただし、適宜の様

式に令第12条第1項第2号((外国貿易船の入港届等の記載事項))に掲げるすべ

ての記載事項が記載された書面が提出された場合は、法第 15 条第 1項に規定す

る積荷目録の提出が行われたものとして取扱うものとする。」を加える。 

２．15－３に次のように加える。 

(7) 規則第2条の2第1項第3号((積荷目録等への記載を省略できる事項))

の規定により、記載事項が省略される乗組員氏名表の提出は、乗組員の氏

名等に変更がない旨を記入のうえ提出させることにより行わせることと

する。 

３．15－４中「規定により、「入港届」に代わることとされる陳述書の提出は、「船

長陳述書」（Ｃ－2020）１通を」を「規定による陳述書の提出は、便宜「入出港

届」（Ｃ－2000）を使用して」に改める。 

４．15－７中「又は錯誤」を「若しくは錯誤」に改め、「ある場合」の次に「又は

積載されていない貨物について記載されていた場合」を加える。 

５．17－２中「交付する。」の次に「なお、同項後段の規定により乗組員氏名表の

提出を求める場合においては、入港時に提出された同表の写しに、提出させる
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日の日付が付され、署名され、かつ、乗組員の数若しくは構成の変更が示され

又は変更ない旨が裏書されているものを提出させることとして差し支えない。」

を加える。 

６．17－４中「若しくは「船長陳述書」」を削る。 

７．25－１の(1)中「、船長陳述書」を削る。 

８．25－８の次に次の１項を加える。 

（船長又は機長の代行者の範囲） 

26－１ 法第 26 条((船長又は機長の行為の代行))にいう「管理者」とは船舶又

は航空機の運航に責任を有する傭船者又は運航者等を、「所有者若しくは管

理者の代理人」とは所有者又は管理者から委任を受けた船舶会社又は航空会

社の代理店又は支店等を、「船長若しくは機長の代理人」とは船長又は機長か

ら委任を受けた乗組員等をいう。 

 

第２ とん税法及び特別とん税法基本通達（昭和 47 年３月１日蔵関第 104 号）の一

部を次のように改正する。 

１．３－４中「又は船長陳述書」を削り、「下部余白欄」を「当局記入欄」に改め

る。 

２．７－６中「、船長陳述書」を削る。 

 

第３ 税関様式関係通達（昭和 47 年３月１日蔵関第 107 号）の一部を次のように改

正する。 

  （Ⅰ 税関様式の一部改正） 

１．税関様式Ｃ第 2000 号を別紙１のように改める。 

２．税関様式Ｃ第 2020 号を削る。 

３．税関様式Ｃ第 2030 号を別紙２のように改める。 

４．税関様式Ｃ第 2040 号を別紙３のように改める。 

５．税関様式Ｃ第 2050 号を別紙４のように改める。 

６．税関様式Ｃ第 2060 号を別紙５のように改める。 

７．税関様式Ｃ第 2060 号の次に別紙６のように加える。 

８．税関様式Ｃ第 5370 号を別紙７のように改める。 

 

 

  （Ⅱ 記載要領及び留意事項の一部改正） 

１．入出港届（Ｃ－2000）を次のように改める。 

入出港届（Ｃ－2000） 

 

入港届として使用するとき（船長陳述書として使用する場合を含む。）は「到

着」欄に、出港届として使用するときは「出発」欄にレ印を記入する。 
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「船舶の種類」の記入に当たっては、船舶の構造に従って客の輸送を主目的

とするものは客船、貨物船の構造を有する船舶であって 12 人を超える旅客定

員を有する船舶（船舶安全法第 8条参照）については貨客船として扱い、その

他の船舶については「貨物船、コンテナ船、油槽船、漁船、その他」等を記入

する。 

「2.到着港／出発港」欄、「3.到着日時／出発日時」欄及び「6. 前寄港地／

次寄港地」欄には、入港届として使用するときはそれぞれ「到着港」、「到着日

時」、「前寄港地」を、出港届として使用するときはそれぞれ「出発港」、「出発

日時」、「次寄港地」を記入する。 

２．船長陳述書(Ｃ－2020)を削る。 

３．積荷目録(Ｃ－2030)を次のように改める。 

積荷目録(Ｃ－2030) 

 

 入港時に使用するときは「到着」欄に、出港時に使用するときは「出発」欄

にレ印を記入する。 

 各欄への記入に当たっては、船荷証券に記載されている事項を参考として記

入する。 

 託送品の目録として使用するときは、この様式の表題の「積荷」を「託送品」

と訂正する。 

４．船用品目録(Ｃ－2040)を次のように改める。 

船用品目録(Ｃ－2040) 

 

 特掲品目以外の船用品は、税関記入欄等の空欄に記載する。 

５．旅客氏名表(Ｃ－2050)を次のように改める。 

旅客名簿(Ｃ－2050) 

 

入港時に使用するときは「到着」欄に、出港時に使用するときは「出発」欄

にレ印を記入する。 

６．旅客氏名表(Ｃ－2055)の次に次のように加える。 

乗組員名簿(Ｃ－2065) 

 

 入港時に使用するときは「到着」欄に、出港時に使用するときは「出発」欄

にレ印を記入する。 

７．乗組員携帯品申告書(Ｃ－5370)を次のように改める。 

乗組員携帯品申告書(Ｃ－5370) 

 

  「2.関税等の免除が認められないもの又は日本への持込みが禁止若しくは制

限されているもの」欄の｢酒類｣及び「たばこ」には、種類（例えば「酒類」は
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ウイスキー、ブランデー等、「たばこ」は紙巻たばこ、葉巻たばこ等）ごとに記

入する。「銃砲刀剣類」欄には、所持する銃器類、刀剣類の種類（例えばけん銃、

弾薬等）ごとに記入する。 

「価格」欄には、1個の単価ではなく、数量に対応する全価額を記入する。 

 

第４ 輸入通関事務処理体制について（平成12年３月31日蔵関第247号）の一部を次

のように改正する。 

記の第６の次に次のように加える。 

第７ 生きている動物、生鮮貨物等の緊急通関への対応 

生きている動物、腐敗しやすい物品その他税関が緊急を有すると認める貨物

については、当該物品の性質その他の事情を勘案して取締り上支障がないと認

められる場合には、前記第１のⅡ（受付管理事務）に規定する受付管理事務、

Ⅲ（審査事務）に規定する事前審査及び第２（検査事務）に規定する検査等を

優先的に行うことなどにより、優先的な通関を行うものとする。 

 

第５ システム導入官署における輸入通関事務処理体制について（平成12年３月31

日蔵関第249号）の一部を次のように改正する。 

記の第５中「及び第６」を「、第６」に改め、「輸入商品実績カード）」の次

に「及び第７（生きている動物、生鮮貨物等の緊急通関への対応）を加え、「申

告控等」と」の次に「、「前記第１のⅡ（受付管理事務）に規定する受付管理事

務、Ⅲ（審査事務）に規定する事前審査及び第２（検査事務）に規定する検査」

とあるのは「前記第１のⅢ（受付管理事務）に規定する受付管理事務、Ⅳ（審

査事務）に規定する事前審査及び第２（検査事務）で準用する検査事務」と」

を加える。 
















